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図 4.3.2-3  第 1次走行サーベイの測定結果と第 2次走行サーベイ、 

第 3次走行サーベイの測定結果との関係 
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図 4.3.2-4  放射性セシウムの物理的減衰に伴う空間線量率の減少度合いと道路上における空

間線量率の減少度合いとの比較
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【全体】 
○ 第1次－第2次
□ 第1次－第3次

【都市】 ○ 第1次－第2次
□ 第1次－第3次

【裸地】 ○ 第1次－第2次
□ 第1次－第3次

【水田】 ○ 第1次－第2次
□ 第1次－第3次

【畑地】 ○ 第1次－第2次
□ 第1次－第3次 【草地】 ○ 第1次－第2次

□ 第1次－第3次

【落葉樹】 ○ 第1次－第2次
□ 第1次－第3次

【針葉樹】 ○ 第1次－第2次
□ 第1次－第3次

図 4.3.2-5  第 1次走行サーベイと第 2次、第 3次走行サーベイの測定結果の比較
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 福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性核種の将来的な影響 4.3.3

今後 50年の被ばく線量に寄与する放射性核種はセシウム 134 とセシウム 137 であることが、こ

れまでの測定結果の解析から明らかになっている。従って、放射性セシウムの環境中分布の変化

並びに空間線量率の変化を正しく予測し、将来の適切な影響評価と住民の帰還等の対策に役立て

ていくことが必要である。放射性セシウムの将来の挙動を予測するのに、いくつか考慮すべき要

因がある。これらは、a) セシウム 134 とセシウム 137 の比率、b) 土壌中への浸透やウェザリン

グに代表される狭域における放射性セシウムの移行、c) 空中への放射性セシウムの再浮遊や川の

流れによる広域における移行、d) これらの結果として現れてくる放射性セシウムの分布と空間線

量率の変化等である。報告書第１編における調査から得られる情報は主に a)と d)であり、報告書

第２編の調査からは b)及び c)の情報が得られる。 

  セシウム 134 と Cs137 の比率は、第 1次分布状況等調査の土壌分析結果においても第 2次分布

状況等調査の in-situ 測定の結果においても良い相関を示した。このことは、放出されたセシウ

ム 134 とセシウム 137の比率が一定であったこと並びに放射性セシウムの環境中での挙動が良く

似ていることを示すものである。第 1次分布状況等調査の時点である平成 23年 6月 14 日におけ

るセシウム 137 に対するセシウム 134 の比率は 0.91、第 2次分布状況等調査の時点である平成 24

年 3月 1日における比率は 0.72 であった。ちなみに、放射性セシウムの物理的半減期により平成

23年 6月 14 日の比率から平成 24年 3月 1日の比率を予測した値は 0.73 となる。これは平成 24

年 3月 1日の測定値とほぼ一致することから、第 1次及び第 2次分布状況等調査それぞれでセシ

ウム 134 とセシウム 137 の比率を正しく評価できており、これらの核種比率を用いてこれからも

物理的半減期に従った減少を評価できることが考えられる。福島第一原発の事故では放出された

セシウム 134 とセシウム 137 の放射能の比は 1.2（セシウム 134/セシウム 137）であり、半減期

が比較的短いセシウム 134 の比率がチェルノブイリ原子力発電所の事故(セシウム 134/セシウム

137=0.55)に比べて大きいため、チェルノブイリ原子力発電所の事故時よりも早く放射性セシウム

の総放射能及び空間線量率が減少していく事が予測される。 

 次に、セシウム 134及びセシウム 137 の土壌への沈着量を第 1次分布状況等調査と第 2次分布

状況等調査で比較する。図 4.3.2-1 と図 4.3.2-2 の相関図の傾きを参照するとセシウム 134 では

0.72、 セシウム 137 では 0.82 であり、それぞれ物理的な半減期よりも大きく減衰していること

になる。しかし、図 4.3.2-1 と図 4.3.2-2 を観察すると、放射性セシウムの濃度が大きくなるほ

ど平成 24年 3月１日の値が相対的に小さくなっていることが分かる。この原因として考えられる

のは、濃度の高い地域では除染が行われ、その結果が測定値に反映された可能性である。もう一

つの解釈としては、ある一定の割合で水平方向の放射性セシウムの移動が起こるが、濃度の高い

地域から周囲の低濃度の地域への移動と逆方向の移動の絶対値を比べた場合、周囲の低濃度の地

域への放射性セシウムの移動が、周囲からの放射性セシウムの移動に比べて大きいため、高濃度

地域では見かけ上大きく濃度が低下することになる可能性である。今後、除染の情報を得つつ、

解析を行っていく必要がある。 

 図 4.3.2-1 及び図 4.3.2-2 で示された相関図の傾きを第 1次分布状況等調査と第 2次分布状況

等調査の沈着量の比率として用いるのは、上記の議論から適切でないため、ここでは観察された

濃度を積算した量を比較することとした。すなわち観測された単位面積当たりの濃度(Bq/m2)を第
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1 次分布状況等調査並びに第 2 次分布状況等調査それぞれで積算しその比を計算して、合計した

沈着量の比を計算することとした。放射性セシウムの沈着量が高い濃度の箇所では第 2次分布状

況等調査の値が低めに出ることを考慮し、この現象が顕著でない 0〜200,000 Bq/m2 の範囲での

積算を基本的に用いることとした。その結果として、第 1次分布状況等調査での沈着量に対する

第 2 次分布状況等調査での沈着量の比は、セシウム 137 で 0.92 セシウム 134 で 0.76 となった。

ちなみに、第 1次分布状況等調査から第 2次分布状況等調査までの期間（平成 23年 6月から平成

24年 3月＝9か月間）における放射性セシウムの物理的半減期により期待される減衰はそれぞれ

0.98 と 0.77 であり、この期間におけるウェザリング等によると考えられる減衰は数％程度と評

価された。 

 次に、空間線量率を上記 2期間で比較してみる。土壌への沈着率の評価と同様に積算した空間

線量率値を比較すると、第 1次分布状況等調査に比べて第 2次分布状況等調査における空間線量

率は 0〜2.0 μSv/h の範囲の積算値の比は 0.83、全体の積算値の比は 0.78 である。物理的半減

期による減衰から予想される空間線量率の比率は 0.83 程度であり、平成 23 年 6 月から平成 24

年 3月までの 9か月でのウェザリング等による減衰効果は 5％以内と確認された。 

 以上をまとめると、広域全体の放射性核種の沈着量やそれによる空間線量率について考えた場

合には、これらはほぼ物理的半減期により減衰し、ウェザリング等による減衰の効果はわずかで

あるとの観察結果が得られた。ただし、放射性セシウムの沈着量が大きい箇所に着目すると、第

1 次分布状況等調査に比べて、第 2 次分布状況等調査では、空間線量率、放射性セシウムの沈着

量がともに顕著に減衰している傾向が確かめられた。この原因については今後明らかにしていく

必要がある。 

 さらに今後、調査を加えて、将来の土壌への放射性セシウムの沈着量の分布及び空間線量率の

分布状況の変化を予測するモデルを構築していくことが今後必要となる。将来予測に関連して、

本項の最初に述べた a)、b)、c)、d)の観点からこれまでに得られた知見をまとめる。まず、a)に

ついては、セシウム 134 とセシウム 137 の濃度比率については第 1次分布状況等調査、第 2次分

布状況等調査ともよく一致する結果が得られており、得られた比率をもとに推測すると、空間線

量率は物理的な半減期により、平成 23年 6月から 2年後で 63%に、5年後で 38%に、10年後で 25%

に減衰することが推定される。b）と d) に関しては、少なくとも広域全体の平均で見た時にはウ

ェザリングの効果は小さそうであるが、局所的な変化に差があるのか詳細に調べる必要がある。

c) については、報告書第 2編で実施している調査の知見を積み重ねる必要がある。 

 第 1次分布状況等調査と第 2次分布状況等調査では、対象とする地域が異なり、また使用した測

定・分析手法が異なる箇所があったため、必ずしも直接的な比較ができない部分があった。第 3

次分布状況等調査においては、主要調査対象地域を 80 km 圏内に絞り、第 2次分布状況等調査と

同じ手法で経時的な調査を実施する予定であり、将来予測に必要なより詳細な基礎データの取得

が期待される。 

 


